福井市日常生活用具給付事業実施要綱

（目的）
第１条  日常生活用具給付事業（以下「事業」という。）は、ひとり暮らし等高齢者に対し、電磁調理器を給付することにより、日常生活の便宜を図るとともに、安全に生活できるように援助することを目的とする。
（対象者）
第２条  この事業の対象者は、次の各号すべてに該当するものとする。

（１）福井市に住所を有し、ひとり暮らし等高齢者登録をしている者
（２）今年度の市民税非課税世帯（４月から６月までに申請あった分については、前年度の市民税非課税世帯）の者
（３）世帯員全てが、心身機能の低下に伴い防火等の配慮が必要な者
　　

（給付品目）

第３条　この事業における給付の対象品目は、電磁調理器とする。

（申請の手続き）
第４条  電磁調理器の給付を希望する者（以下「申請者」という。）は、電磁調理器給付申請書（様式第１号）を市長に提出するものとする。
（給付の決定）
第５条  市長は、前条の申請書を受理したときは、速やかに必要な調査を行い、給付の要否を決定し、適当と認めた者については、電磁調理器給付決定通知書（様式第４号）により、また、不適当と認めた者については、給付却下通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。
２　市長は、日常生活用具給付事業の実施を決定したときは、日常生活用具給付依頼書（兼給付報告書）（様式第６号）により実施事業者に依頼するものとする。

（給付限度）
第６条  この事業により給付を受けることのできる数量は、１世帯当たり１個とする。
（費用の負担）
第７条  申請者の費用負担は、無料とする。
（費用の請求）
第８条  業者が公費負担分を請求するときは、請求書に給付受領者の自署又は記名捺印された日常生活用具給付依頼書（兼給付報告書）（様式第６号）を添付するものとする。
（台帳の整備）
第９条　市長は、この事業の実施に係る利用者台帳を整備するものとする。

（その他）
第1０条  この要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は、市長が別に定める。

  附  則
この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

附  則
この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、平成２１年１０月５日から施行する。
附　則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
